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従業員

株主・投資家

地域社会

取引先

お客さま

ステークホルダーとの共創価値

横浜ゴムグループは、あらゆるステークホルダーとの対話を重視し、強固な信頼関係の構築を通じて企業価値向上を目指します。
皆さまの期待やニーズを事業活動へ真摯に反映し、持続可能な社会の実現に貢献します。

■ 日々の事業活動（日常的）
■ お客さま相談窓口（日常的）
■ ウェブサイト・SNS（随時）
■ イベント開催・展示会への出展（随時）
■ タイヤ安全啓発活動（年1回）

■ 経営層と従業員の対話（随時）
■ 社内相談窓口（日常的）
■ コンプライアンス・ホットライン（日常的）
■ 労使協議会・委員会（随時）
■ イントラネット掲示板（日常的）・社内報の発行（年4回）

■ 株主総会（年1回）・決算説明会（年4回）
■ IRミーティング（スモール、1on1）（随時）
■ 施設見学会・乗車体験会（随時）
■ ウェブサイト（日常的）

■ 住民説明会（年1～2回）
■ 工場見学会（随時）
■ 生物多様性パネルディスカッションの開催（年1回）
■ 敷地内の公園・グラウンドの開放（日常的）
■ 地域ボランティアへの参加（随時）
■ 地域イベントへの協賛（随時）

■ 取引先CSR説明会（年2回）
■ サプライヤーズデー（隔年1回）
■ 天然ゴム農家向けセミナー（年2回）
■ 天然ゴム農園調査（月15件前後）
■ お問い合わせ窓口（日常的）

■ 商品の安全性・品質
■ 環境貢献製品の開発・提供
■ 充実したサポート体制
■ 商品・サービスの適切な情報提供

■ 労働安全衛生・健康経営
■ 人材育成と活用
■ 従業員エンゲージメントの向上
■ 多様な人材の活躍
■ 人権の尊重

■ 企業価値の向上
■ 適時・適切な情報開示
■ 適正な利益還元
■ サステナビリティへの取り組み

■ 地域の環境保全
■ 地域社会への貢献
■ 地域社会の経済活性化

■ 公平・公正な取引
■ 長期のパートナーシップ構築
■ 品質向上への取り組み
■ サプライチェーンの人権の尊重

■ 安全で高品質な製品および環境
貢献製品の開発・提供

■ 充実したサポートと適切な情報
提供による顧客満足の向上

■ 対話で得たニーズに基づく、安全
で快適なモビリティ社会の実現

■ 安全で健康的な職場環境の整備
と人権の尊重

■ 多様な人材の活躍と能力を発揮
できる人材育成

■ 経営層との対話を通じた従業員
エンゲージメントの向上

■ 適時適切な情報開示と対話を通
じた透明性の高い経営

■ 事業活動により創出した利益の
適正な還元

■ 「Hockey Stick Growth」の継続
による中長期的な企業価値の向上

■ 地域住民の人材育成や雇用機会
の創出

■ 地域の環境保全活動やイベント
協賛による地域社会への貢献

■ 事業活動を通じた地域社会の経
済活性化と持続的な発展

■ 公平・公正な取引に基づく長期
的なパートナーシップの構築

■ 天然ゴム農家向けセミナー等を
通じた品質向上への取り組み

■ サプライチェーン全体における人
権尊重と競争力の強化

ステークホルダーの期待・関心 コミュニケーション手段 ステークホルダーとの共創価値



コーポレートガバナンス　～コーポレートガバナンス強化による経営のレジリエンス向上～

横浜ゴムグループは、「企業理念」の下で健全で透明性と公平性のある経営を実現するコーポレートガバナンス体制を築き、その充実と強化に努めています。
迅速な意思決定と実効性の高い監督により、企業価値の持続的な向上と「ゆるぎない信頼」の獲得を目指します。
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※　2023年度以降の社内取締役、社外取締役の人数には、監査等委員である取締役の人数を含んでいます。

■ 社内取締役　■ 社内監査役　■ 社外取締役　■ 社外監査役　 ●  社外役員比率役員体制の変遷
（人） （%） 

（年度）

コーポレートガバナンス体制

　当社は、取締役の職務執行の監査等を担う監査等委員を取締役会
における議決権を持つ構成員とすることにより、取締役会の監督機能
を強化し、さらなる監査体制の強化を通じて、より一層のコーポレー

経営・業務執行体制

　経営の監査機能を担う機関として監査等委員会を設置しており、
社内監査等委員（常勤）1名、社外監査等委員2名の合計3名で構成
されています。このうち1名の社外監査等委員は、財務および会計に
関する相当程度の知見を有しています。常勤監査等委員は、経営会
議等重要な会議や委員会に出席し、業務執行状況を日常的に把握で
きる仕組みになっています。監査体制については、取締役の職務執行
を監査する監査等委員会による監査、外部監査となる会計監査人に
よる会計監査、内部監査部門である監査室による各執行部門とグ
ループ会社の会計監査および業務監査を行う体制としています。こ
れらは、互いに独立性を保った活動を行いつつ、三様監査体制を確立
するとともに、監査等委員会は会計監査人や監査室から適宜情報を
得ることで、監査機能の強化を図っています。特に、監査室からはデュ
アルレポートラインにより定期的に監査結果の報告を受け、密接に連
携しています。
　さらに、監査の実効性を高め、かつ監査業務を円滑に遂行できるよ
うにするため、監査等委員会を補助する要員として、監査等委員会事
務局に専属の従業員を配置しています。

経営の監査の体制

トガバナンスの充実を図るため、2023年3月30日開催の第147回
定時株主総会の決議をもって監査役会設置会社から監査等委員会
設置会社へ移行しました。

　当社における企業統治の体制は、会社法上の機関（株主総会、代表
取締役、取締役会、監査等委員会、会計監査人）に加え、経営の監督
と業務の執行の分離を明確化し、経営の意思決定および業務執行の
迅速化を徹底するため、執行役員制度を採用しています。
　現在の経営体制は、代表取締役を含む社内取締役6名（執行役員
兼務者含む）および社外取締役6名の合計12名の取締役と、執行役
員17名（取締役兼務者除く）で構成されています。
　また、トップマネジメントの戦略機能を強化するため、社内取締役
を主要メンバーとする経営会議を設け、事業計画の達成状況の把握
と事業戦略に関する協議を行っています。

2013年度
▶社外取締役1名選任

2016年度
▶社外取締役比率
3分の1達成

2018年度
▶女性の社外監査役

1名選任

2019年度
▶半数が社外役員に

2020年度
▶外国人の社内取締役

1名選任

2022年度
▶女性の社外取締役

1名選任

2023年度
▶監査等委員会設置
会社に移行

https://www.y-yokohama.com/sustainability/governance/コーポレートガバナンス基本方針

1. 株主の権利・平等性の確保
2. 株主以外のステークホルダーとの適切な協働
3. 適切な情報開示と透明性の確保

4. 取締役会等の責務
5. 株主との対話

コーポレートガバナンス基本方針

コーポレートガバナンス強化による経営のレジリエンス向上　2025年度の進捗・KPI

取締役会におけるサステナビリティ関連事案
の報告・審議件数 ・年間4件（四半期に1回）以上 7件 ◎

KPI 目標 評価2025年度実績
評価
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コーポレートガバナンス　～コーポレートガバナンス強化による経営のレジリエンス向上～

　この経営会議に諮られた重要事項に関しては、その案件の概要を
含め取締役会に報告され、特に取締役会規則に規定された最重要案
件については、さらに取締役会において審議・決定を行います。

　役員の人事・処遇の透明性と公平性を確保するため、任意の委員
会として役員人事・報酬委員会を設置しています。同委員会は、代表
取締役会長兼CEOおよび代表取締役社長兼COOと、独立社外取締
役3名の計5名で構成されており、独立社外取締役が過半数を占め
ています。役員人事・報酬委員会は、2025年度は4回開催され、役
員の人事および報酬について審議し、取締役会に提案されました。な
お、役員人事・報酬委員会の運営は以下の通りとなります。
①人事については、株主総会に上程する取締役候補者について審議
し、監査等委員である取締役については監査等委員会の同意、監査
等委員でない取締役については監査等委員会の意見を聴取の上、
その結果を取締役会に提案し、取締役会にて決定することとしてい
ます。 このほか、執行役員の人事についても委員会で審議した上
で、取締役会に提案し、取締役会で決定することとしています。
②報酬については、株主総会で承認された総額の範囲内で、代表取
締役および業務執行取締役については、固定報酬、短期業績連動
報酬、中期業績連動報酬、中長期業績連動報酬としての譲渡制限
付株式報酬を審議し、社外取締役については固定報酬の制度を審
議の上、取締役会に進言することとしています。 なお監査等委員で
ある取締役の報酬制度については、役員人事・報酬委員会の意見
を参酌し、監査等委員会にて決定することとしています。

　業務執行における会議体である経営会議は、原則として毎月3回開
催しており、常勤監査等委員の出席の下で、経営に関する基本方針や
経営執行に関する重要事項について審議・決定します。

役員人事・報酬委員会の構成

全委員 5名

社内取締役 山石 昌孝　清宮 眞二  

社外取締役 河野 宏和（委員長） 　清水 恵　 高田 寿子    

※　2026年3月27日の株主総会終了後

コーポレートガバナンス体制図
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（監査等委員を除く）

役員人事・報酬委員会

代表取締役

執行役員／各業務執行部門

経営会議

CSR会議リスクマネジメント委員会

選任・解任選任・解任選任・解任

取締役会監査会計監査

内部監査
監査室

経営管理本部

会計監査

監査

役員人事・報酬委員会

経営会議
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氏名 2025年度の活動状況 選任理由

監査等委員で
ない社外取締役

清水 恵 取締役会：全14回に出席

清水恵氏は、長年にわたり弁護士として活動を行ってきており、現在は、日本を代表
する大手法律事務所においてパートナー弁護士として活躍されており、同氏の法律
の専門家としての豊富な知見や見識を当社の経営に活かしていただけるものと判断
し、社外取締役に選任しています。

古河 潤一 取締役会：14回中13回に出席
古河潤一氏は、豊富な企業経営の経験および幅広い見識等を有する経営者であり、
財務・会計に関する知見やバランス感覚を活かしたこれらの豊富な見識を当社の経
営に反映していただけるものと判断し、社外取締役に選任しています。

高田 寿子 取締役会：14回中12回に出席
高田寿子氏は国内外の企業での勤務経験が豊富であり、現在は（株）アドバンテスト
の経営執行役員CFOであります。M&Aを含む経営戦略の知識・経験を、当社の経
営に反映していただけるものと判断し、社外取締役に選任しています。

佐々木 伸彦 取締役会：就任後の全10回に出席
佐々木伸彦氏は、これまでの省庁における豊富な知見や、富士通（株）などの企業経
営における経験から、経済・社会など企業経営を取り巻く事象に関する見識を当社
の経営に反映していただけるものと判断し、社外取締役に選任しています。

監査等委員である
取締役

河野 宏和
取締役会：14回中13回に出席
監査等委員会：全8回に出席

日米の大学における長年にわたる経営工学、経営管理の研究による深い見識に基づ
き、積極的な意見表明や提言をいただいています。同氏の経営工学、経営管理に関
する豊富な経験と幅広い知識を活かし、当社の監査体制を強化していただけるもの
と判断し、監査等委員である取締役に選任しています。

木村 博紀
取締役会：14回中13回に出席
監査等委員会：全8回に出席

木村博紀氏は、朝日生命保険相互会社の取締役会長であり、同氏の金融機関の経
営者としての業務経験から積極的な提言をいただいています。これまでの経理、財務、
資産運用での専門的な知見は、当社の監査体制を強化していただけるものと判断し、
監査等委員である取締役に選任しています。

社外取締役の選任理由および各会議・委員会の出席状況

各機関の構成員（2026年3月27日現在）

※1　2025年3月28日までは取締役15名（うち社外取締役7名）　※2　2025年3月28日までは監査等委員5名（うち社外監査等委員3名）

機関 取締役会 監査等委員会 役員人事・報酬委員会 経営会議

構成
議長 委員長 委員長 議長

取締役12名※1
（うち社外取締役6名）

監査等委員3名※2
（うち社外監査等委員2名）

取締役5名
（うち社外取締役3名）

取締役6名
（うち執行役員5名）

2025年度
の開催実績 14回 8回 4回 50回

社内取締役 社外取締役

コーポレートガバナンス　～コーポレートガバナンス強化による経営のレジリエンス向上～

　取締役会（議長：代表取締役会長兼CEO 山石昌孝）は、月1回の
定時取締役会と、随時開催される臨時取締役会において、機動的か
つ十分な議論を経て、意思決定を行っています。2025年度は、取締
役会を14回開催しました。
　2025年度に開催した取締役会では、会社法により決議が求めら
れている重要な財産の処分および譲受、重要な使用人の選解任、重
要な組織の設置・変更・廃止、決算の報告のほか、中期経営計画、事
業投資、ESG・サステナビリティ、IR・SRの取り組み状況、資本効率
性、リスクマネジメントおよびコンプライアンス、内部統制等を主要な
テーマとして議論しました。

取締役会の運営状況
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コーポレートガバナンス　～コーポレートガバナンス強化による経営のレジリエンス向上～

　当社の取締役会は、定款で定める員数（監査等委員である取締役
を除く取締役15名以内、監査等委員である取締役5名以内）の範囲
内において、各事業に求められる知識、経験、能力等のバランスに配
慮しつつ、社外取締役を含め多様性を確保し、適切と思われる人員で
構成することを基本的な考え方としています。

　当社は取締役（監査等委員である取締役を除く）の報酬等の額の
決定に関する方針を定めており、その内容は、透明性と公平性を確保
するため、諮問機関である役員人事・報酬委員会を設置し、同委員会
にて審議の上、取締役会にて決定しています。取締役会は、当事業年
度に係る取締役の個人別の報酬等について、内容が当該方針と整合
していることを確認し、当該方針に沿うものであると判断しています。
　なお、当社の取締役（監査等委員である取締役を除く）の報酬限度
額は、2023年３月30日開催の第147回定時株主総会で定められた
年額570百万円以内です。

基本方針

　取締役（社外取締役および監査等委員である取締役を除く）の報酬
は、固定報酬である「基本報酬」に加え、短期・中期・中長期の「業績連
動報酬」で構成されています。
・短期業績連動報酬（賞与）： 会社業績（会社の業績とそれに応じた
個人業績等）の対公表値および業績の伸長率等の達成度と連動した
報酬です。
・中期業績連動報酬： 中期経営計画「YX2026」の定量目標（連結事
業利益）の達成意欲を高めることを目的とし、対象期間（2024年度
～2026年度）の累積利益に応じて支給される金銭報酬です。
・譲渡制限付株式報酬（中長期業績連動報酬）： 株価変動のメリット
とリスクを株主の皆さまと共有し、中長期的な企業価値向上への貢献
意欲を従来以上に高めることを目的として導入※3しました。本報酬に
関する額は、上記の報酬限度額とは別枠として、年額300百万円以
内としています 。

報酬体系

取締役の多様性

　当社では、当社の持続的な成長と中長期的な企業価値の向上や取
締役による経営監督・監査機能が十分に発揮されるよう、必要な情報
を適切に提供しています。また、社外取締役に対しては、取締役会で
の審議の充実を図るため、取締役会資料の事前配布・説明、関連情報
の提供を行うほか、就任時のオリエンテーション、工場見学、経営陣と
の対話など、当社の業務内容を理解する機会を継続的に提供してい
ます。
　そのほか、就任後も継続して、新しい考えの習得や生きた情報に触
れた自己啓発等を目的として、外部セミナー、外部団体への加入およ
び人的ネットワークへの参加を推奨しており、その費用については、当
社にて負担しています。取締役会は、トレーニングの機会の提供・斡
旋やその費用の支援について適切に実施されているか否かについて
は、アンケート等を通じて確認を行っています。

役員のトレーニング

役員報酬

　当社は、取締役会の実効性評価について、社外取締役を含む全取
締役（取締役会議長を除く）および全監査等委員を対象に、2025年
10月に無記名式の評価アンケートを実施しました。本アンケートで
は、以下の3テーマ、全18項目について4段階で自己評価するととも
に、各項目ごとに意見等の記入を求めました。

　1 取締役会の運営について
　2 取締役会の議案、議論について
　3 取締役会の構成、運営サポートについて

　そして、それらの集計・分析結果をもとに、取締役会において実効
性評価の総括、課題の共有および対応策の検討を行いました。
　その結果、総合的に見て当社取締役会は適切に運営されており、取

取締役会の実効性評価

※3　2018年3月29日開催の第142回定時株主総会の決議（2023年3月30日開催の
第147回定時株主総会において監査等委員会設置会社への移行に伴い同一の内容を
決議）

取締役会の構成（2026年3月27日現在）

締役会の実効性は確保されていると評価しました。
　前回の評価において「中期経営計画の進捗フォローを含めた、さら
なる議論の深化が必要」とされた課題については、2025年度におい
てIR、資本政策、抜本的な製造コストダウン、プロジェクト投資、およ
び従業員エンゲージメント等に関する報告・議論の機会を新たに設け
たほか、社外取締役に対する事業報告の拡充を図るなど、着実に改善
が進んでいます。
　今後も、議論・報告のさらなる充実を通じて、取締役会のガバナン
ス機能の継続的な強化に取り組んでいきます。

社外取締役比率
（監査等委員である取締役を含む）

社内
取締役
6名

男性
取締役
10名

社外
取締役
6名

女性
取締役
2名6名/12名

女性取締役比率
（監査等委員である取締役を含む）

50%

2名/12名

16.7%
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役員区分 報酬等の総額
（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円）

対象となる役員の員数
（名）

基本報酬
業績連動報酬

賞与 譲渡制限付株式報酬 中期業績連動報酬

取締役（監査等委員
および社外取締役を除く） 537 198 95 149 95 6

監査等委員
（社外取締役を除く） 46 32 13 ― ― 2

社外役員 81 81 ― ― ― 8

氏　名 連結報酬等の総額
（百万円） 役員区分 会社区分

報酬等の種類別の総額（百万円）

基本報酬 賞与 譲渡制限付
株式報酬

中期業績
連動報酬

山石  昌孝 169 取締役 横浜ゴム（株） 56 33 50 30

清宮　眞二 168 取締役 横浜ゴム（株） 55 33 50 30

Nitin 
Mantri 518

取締役 横浜ゴム（株） 32 ― 20 8

取締役 連結子会社 ヨコハマ・オフハイウェイタイヤ（株） ― （注）93 ― ―

取締役 連結子会社 ATC Tires Private Ltd. 30 ― ― ―

取締役 連結子会社 Yokohama TWS Holding AB ― （注）132 ― ―

取締役 連結子会社 Yokohama Off -Highway Tires America Inc. 115 89 ― ―

（注）2025年度から2029年度に係る長期インセンティブプランの2025年度に係る費用計上額を記載

　当社は、中期経営計画「YX2026」の定量目標達成に対する意欲を
より一層高めることを目的として、2024年度より新たな「中期業績連
動報酬制度」を策定しました。本制度は、社外取締役および監査等委
員である取締役を除く取締役ならびに執行役員の全員を対象として
います 。策定にあたっては、2024年2月の役員人事・報酬委員会に
よる諮問および監査等委員会の確認を経て、同年3月26日の取締役
会において決議されました。

　なお、達成率が90％以上の場合、達成度に比例して0.25 ～ 1.5
の間でインセンティブ率を変動させます。月額報酬は、役位別に定め
られる2024年4月度の月額報酬としますが、対象期間の途中で役位
が変更となった場合は、対象役位時の月額報酬を基準に在任期間に
応じて按分支給します。中期業績連動報酬の対象者について、個人

の限度額は最大8,478万円としています。
　中期業績連動報酬は、対象期間終了後、最初に開催する定時株主
総会において、算定の基礎となる累積連結事業利益の数値が確定し
た日の翌日から1カ月を経過する日までに、現金で支給します。

2025年12月期の連結報酬等の総額が1億円以上である役員の氏名、役員区分および報酬等の内訳は以下の通りです。

中期業績連動報酬

　2026年3月27日現在の中期業績連動報酬の対象者は以下の通
りです。

中期業績連動報酬の対象者

コーポレートガバナンス　～コーポレートガバナンス強化による経営のレジリエンス向上～

取締役および監査等委員の報酬等の額（2025年12月期）

　　　　　　役位 
代表取締役 
取締役専務執行役員 
取締役常務執行役員 
取締役執行役員 
執行役員

人数 
2名 
1名 
1名 
1名 
17名 

　当社グループの中期経営計画の定量目標である2024年から
2026年度末までの3カ年を対象期間とし、同期間の累積連結事業利
益4,105億円を基準として、対象者全員について所定の計算式で算
定します。

中期業績連動報酬の算定方法

対象期間の累積
連結事業利益 ÷4,105億円×100 算定方法

120％以上
100%以上120％未満
90%以上100％未満

90％未満

月額報酬×12カ月×支給係数1.5
月額報酬×12カ月×支給係数1
月額報酬×12カ月×支給係数0.25
支給しない
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　当社は、企業の拡大・持続的発展のためには、さまざまな企業との
協力関係が不可欠であると考え、当社の企業価値を向上させるため
の中長期的な視点に立ち、重要な協力関係にある企業との戦略上の
結びつきや、取引先との事業上の協力関係等を総合的に勘案し、政策
的に必要とする株式については保有していく方針です。

政策保有に関する方針

　当社は、年1回、中長期的な観点で個別の政策保有株式について、
取引の性質や規模等に加え保有に伴う便益やリスクを定性・定量両
面から検証を行い、取締役会へ報告しています。なお、2025年度は、
2025年2月の取締役会における検証を踏まえ、3銘柄の株式を全数
売却、3銘柄の株式を一部売却しました。

政策保有の適否の検証

政策保有株式の縮減状況

（単位：億円）法人税納税額

政策保有株式の推移（単体B/S計上額の合計額・銘柄数）

コーポレートガバナンス　～コーポレートガバナンス強化による経営のレジリエンス向上～

　横浜ゴムグループは、グループ組織統治方針に基づき、社会規範
たる税務関連法令を遵守し、適切な納税を通じた社会貢献を実現す
るために、グループ税務方針を定めています。また、各国の税務関連
法令および、OECD等が示すガイドライン等を遵守することで、グ
ローバル企業としての納税義務を果たします。
　横浜ゴムグループの税務ガバナンスはグループ全体のコーポレー
トガバナンスに包含されます。また、これらの実務は、横浜ゴムの経理
部・IR室担当取締役の責任の下で遂行されています。横浜ゴムグルー
プが行う税務プランニングは、事業実態を踏まえた上で、事業目的に
基づいて適切に実施し、タックスヘイブンや資本構造を利用した租税
回避目的での税務プランニングの防止に努めるとともに、各国で利用
可能な優遇税制についてその立法趣旨を理解し、通常の事業活動の
範囲内でこれを活用することで税効率の向上に努めます。
　さらに、各国の税務当局と良好で健全な関係を築き、税務調査等に
おける当局の要請に対して、真摯かつ誠実に対応します。税務当局と
の見解の相違が生じた場合には、当局との対話に努め、税務関連法令
等に則った問題解決にあたります。

税の透明性・税務ガバナンス

　当社は、株主との対話（面談）に際し、経営管理本部、経理部・IR室
を統括する取締役を担当役員とし、株主の希望と面談の主な関心事
項等を踏まえ、合理的範囲内で経営管理本部および経理部・IR室が
その担当取締役と協働し対応します。また、必要に応じて合理的な範
囲で、社外取締役または監査等委員である取締役も面談に臨むこと
を検討します。
　原則として年に2回、必要に応じて複数回、実質株主調査を実施
し、株主構造の把握に努めた上で、IR室、法務部が人事部、CSR企画
室などと協力して株主対応に努めています。
　また、株主との個別面談以外の対話の手段を充実するため、決算説
明会を四半期ごとに開催し、期末および中間決算時には、代表取締役
会長および担当取締役より説明を実施し、その他は代表取締役社長
および担当取締役が説明を行います。株主との対話（面談）結果は、
適宜経営トップに報告しています。
　なお、投資家との対話の際は、決算説明会に限らず、インサイダー
情報の管理に留意しています。

株主との建設的な対話

国内
海外
合計

役位
409.5
201.2
610.7

2025年度
419.5
202.1
621.6

2024年度
75.3
187.5
262.8

2023年度

https://www.y-yokohama.com/sustainability/governance/tax/
横浜ゴムグループ税務方針 2021 2022 2023 2024

101101
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（億円）

（年度）

（銘柄）
（みなし保有株式を除く）■■ 単体B/S計上額の合計額　ー●   銘柄数
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氏名 役職 スキルマトリックス
企業経営・経営戦略 人事政策・人材育成 海外知見・国際事業 技術開発・品質 調達・生産・生産技術・SCM 財務・会計 ガバナンス・内部統制 ESG・CSR 営業・マーケティング

山石 昌孝 代表取締役会長 兼 CEO
（経営全般／地域事業／企画・管理／MB） ● ● ● ●

清宮 眞二
代表取締役社長 兼 COO
（技術／生産／品質保証／IT／TBR事業
／プロギア）

● ● ● ●

Nitin Mantri 取締役専務執行役員 兼
Co-COO（OHT事業／インド事業） ● ● ● ●

宮本 知昭

取締役常務執行役員
（タイヤ国内リプレイス営業本部担当 兼 
経営管理本部担当 兼 CSR本部担当 兼 
平塚製造所長 兼 （株）ヨコハマタイヤジャ
パン取締役）

● ● ● ●

結城 正博 取締役執行役員
（経理部・IR室担当 兼 タイヤ企画本部担当） ● ● ● ●

清水 恵 社外取締役
（役員人事・報酬委員） ● ●

古河 潤一 社外取締役 ● ● ●

取締役 （注）各取締役の保有するスキル・専門分野のうち、最大4項目に●印を付しています。各取締役の有するすべてのスキルや、専門的な知見を表すものではありません。

役員一覧
当社の取締役会は、定款で定める取締役（監査等委員である取締役を除く）15名以内、監査等委員である取締役は5名以内の員数の範囲内で、各
事業に伴う知識、経験、能力等のバランスに配慮しつつ、社外取締役を含め多様性を確保し、適切と思われる人員で構成することを基本的な考え方
としています。また、中長期的な当社の経営戦略、経営計画等に照らして各取締役に必要なスキルは下表の「スキルマトリックス」の通りと考えてい
ます。現任の取締役の保有するスキルは各人の欄に付した●印の通りです。

知識・経験・能力を備えた取締役の構成
（2026年5月1日現在）
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氏名 役職 スキルマトリックス
企業経営・経営戦略 人事政策・人材育成 海外知見・国際事業 技術開発・品質 調達・生産・生産技術・SCM 財務・会計 ガバナンス・内部統制 ESG・CSR 営業・マーケティング

高田 寿子 社外取締役
（役員人事・報酬委員） ● ● ●

佐々木 伸彦 社外取締役 ● ● ● ●

松尾 剛太 取締役
（監査等委員長（常勤）） ● ● ●

河野 宏和 社外取締役
（監査等委員 兼 役員人事・報酬委員長） ● ● ●

木村 博紀 社外取締役
（監査等委員） ● ● ●

執行役員
氏名 役職

瀧本 真一 専務執行役員（タイヤ日本事業本部長）

Jeff  Barna
専務執行役員（Yokohama Corporation of North America取締役社長兼CEO 兼 Yokohama Tire Corporation
取締役社長兼CEO 兼 Yokohama Tire （Canada） Inc.取締役会長 兼 Yokohama Tire Mexico S. de R.L. de C.
V.取締役会長）

中村 善州 常務執行役員（Yokohama Asia Co., Ltd.取締役会長 兼 Yokohama Tire Manufacturing （Thailand） Co., Ltd.
取締役会長）

矢羽田 雄彦 常務執行役員（（株）ヨコハマタイヤジャパン代表取締役社長 兼 タイヤ国内リプレイス営業本部副本部長）

森本 剛央 常務執行役員（Yokohama Tire Manufacturing Mississippi, LLC.取締役社長）

梁取 和人 常務執行役員（調達本部長 兼 Yokohama Rubber Singapore Pte. Ltd.取締役社長）

楢林 浩行 常務執行役員（品質保証本部長）

石光 真吾 常務執行役員（経営管理本部長 兼 平塚製造所長代理 兼 ヨコハマピアサポート（株）代表取締役社長）

政友 毅 常務執行役員（タイヤ海外営業本部長 兼 タイヤ海外営業企画部長）

氏名 役職

浜谷 孝行 常務執行役員（MB事業本部長 兼 工業資材事業部長 兼 横浜ゴムMBジャパン（株）代表取締役社長）

范 明
常務執行役員（CEO補佐 兼 Yokohama Rubber （China） Co., Ltd.取締役会長兼社長 兼 Yokohama Tire Sales 
（Shanghai） Co., Ltd.取締役会長兼社長 兼 Hangzhou Yokohama Tire Co., Ltd.取締役会長 兼 Suzhou 
Yokohama Tire Co., Ltd.取締役会長 兼 Yokohama China Technical Center取締役会長）

Gregorio 
Borgo

常務執行役員（Consultant and Acting President of Yokohama Europe GmbH 兼 Consultant of Yokohama 
TWS）

塩入 博之 執行役員（タイヤ消費財商品企画本部長）

Anil Gupta 執行役員（ATC Tires Pvt. Ltd.取締役COO 兼 Yokohama India Pvt. Ltd.取締役副会長）

松田 将一郎 執行役員（タイヤ製品開発本部長）

Angelo 
Noronha 執行役員（President and CEO ‒ Yokohama ATG）

藤田 資二 執行役員（研究先行開発本部長）
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社外取締役対談
河野 宏和　社外取締役監査等委員（写真右）
略歴：1991年、慶應義塾大学工学博士。同年ハーバード大学ビジネス・
スクール訪問研究員（～1992年７月）。1998年、慶應義塾大学教授。
2009年、同大学大学院経営管理研究科委員長、同大学ビジネス・スクール
校長。2011年、横浜ゴム独立委員会委員。2013年、（公社）日本経営工学
会会長（～2017年５月）。2018年、横浜ゴム取締役、2023年より取締役
監査等委員。2023年、慶應義塾大学名誉教授・特任教授（現在に至る）。

高田 寿子　社外取締役（写真左）
略歴：1993年4月、ゴールドマン・サックス証券会社に入社、1998年7月
ロンドン・ビジネス・スクール卒業。同年8月ソニー（株）入社。2000年8月
UBS証券会社入社、2005年12月GCA（株）（現フーリハン・ローキー）
入社、2014年4月 オムロン（株）入社。2021年3月CEO室長、同年4月
執行役員。2024年3月より当社社外取締役。2025年4月より（株）アドバ
ンテスト 経営執行役員 CFO（現在に至る）。

「Hockey Stick Growth」を掲げ、事業構造改革と
グローバル展開を加速する横浜ゴム。積極的な成長戦
略を推進する一方で、ガバナンスの実効性向上や次世
代経営人材の育成にも力を入れています。今、社外取
締役は何を見つめ、どのように経営を監督しているの
でしょうか。河野宏和氏、高田寿子氏に伺いました。

河野　私が社外取締役に就任した2018年当時と比較すると、現在の
取締役会はガバナンスの実効性という観点で大きく進化していると感
じています。2023年に監査等委員会設置会社に移行し、社外取締役
比率や女性役員比率の向上、多様な専門性を持つ人材の登用など、多
様性の強化に継続的に取り組むことによって社会や資本市場が求める
水準を上回るレベルまで多様性と専門知見を強化してきました。世界
情勢の連続的な変化、株主のニーズの高まりに対して、タイヤ産業自体
の成長も見据えた横浜ゴムの成長戦略を描いていく中で、取締役会の
機能は強化されていると実感しています。
高田　私は社外取締役に就任してまだ2年余りですが、取締役会を見
ていて感じるのは、「議論すべき重要事項」がきちんと議論されていると
いうことです。いわゆる「シャンシャン」的な形骸化した会議はありませ
んし、逆に執行側の細かなオペレーションに踏み込み過ぎることもあり
ません。取締役会が本来扱うべきテーマに集中しているという印象が
あります。
また、社外取締役のプロフィールを見ても、かなり多様な視点を持って
いることが分かると思います。それぞれ異なる経験や専門性を持ったメ
ンバーが集まり、多角的な視点から意見を出しています。そうして深い

「議論する取締役会」への進化 りOHT事業の利益が落ち込むなど、当初想定していた計画との差異
が生じることはあります。重要なのは、その変化を現場で早く察知し、
国や組織、レイヤーを超えて情報を素早く共有し、レビューを行って
学びを得ることです。このサイクルをいかに早く回し、その上で次の意
思決定をしていけるか。私はそれこそが「変化対応力」だと思っていま
す。実際、当初計画と現実の差異や課題について、比較的早い段階で
取締役会に共有されていると感じています。この文化は当社の強みの
一つではないでしょうか。
河野　私は「Hockey Stick Growth」という言葉を、単純に成長を
意味していると受け止めるべきではないと考えています。事業会社を
買収したり、カーブアウト型で一部の事業を買収したりといった「うな
ぎ昇り」に成長できる局面そのものは、あくまで一つの機会に過ぎま
せん。これを部門シナジー、横浜ゴムブランド、品質信頼性といった点
で、いかに横浜ゴムらしい成長にしていくかが重要です。
例えば、安全や品質に対する考え方です。私は生産を専門に研究を
しているので強く感じますが、全世界に拠点が広がれば、安全や品質
の管理を非常に細かくフォローする必要があります。品質標準や作
業手順書といったものがどこかで抜け落ちたために、不良が流出した
り、安全問題が起きたりといったことがあってはなりません。

高田　サステナビリティに向けた活動については、数値目標を大きく
設定するというより、活動自体がいかに持続的なものであるかどうか
に注意が払われています。そして、事業の中に取り込んで活動するこ
とで、社会に貢献する取り組みになっていると思います。当然、社会か
らのニーズがあるからこそ事業として成立し、利益を生み出すことが
可能になります。そのような現実的に続けられるテーマをベースに、
しっかり目標を設定しているところは、評価に値すると思います。サス
テナブルな活動も、結局、テクノロジーを駆使したほうが実現しやす
いことが多いと思います。製造現場におけるデジタルツインもそうで
す。さまざまなテクノロジーを活用して、環境や社会に対してどう取り
組んでいくかを、中長期的に考えていかなければならないと考えてい
ます。

議論をした上で、決定するべきことは迅速に決定しています。このバラ
ンスが、取締役会の実効性の高さにつながっているのではないかと思い
ます。
河野　報告事項についても、品質の問題、安全の問題、商品ミックスの
問題など、私たちが継続的にフォローしたいテーマについて、年間スケ
ジュールの中で定期的に報告いただく仕組みが整っています。取締役
会の数日前までに資料が共有され、前日の事前説明会では、審議事項
について詳細な説明が行われます。取締役会ではそうした事前認識を
踏まえながら審議し、懸案事項について深掘りした議論を行っていま
す。さらに、再度議論すべき議案があれば後日新たにスケジュールが組
まれてきちんと報告と議論がなされています。こうした透明性の高い運
営も以前と比べて大きく変わった点であると認識しています。

高田　現在の「Hockey Stick Growth」と表現される成長局面につ
いては、非常に大きな可能性を持つ一方で、計画通りにいかないこと
も前提に考える必要があると思っています。例えば、インオーガニッ
ク成長としてM&Aを進める、中国に1年で工場を作るといった積極
戦略を実行していく一方で、北米の農業機械市場が低迷したことによ

木村　横浜ゴムにおけるサステナビリティの取り組みとして、温室効
果ガス排出量の削減やサステナブル原料の拡大などについての中長
期的な目標を設定していますが、考え方としては、それをコストアップ
なし、あるいはコストを下げながら企業収益と両立するかたちで達成
しようというスタンスで臨んでいます。今後、環境に資する投資も必
要になってくるでしょうが、温室効果ガス排出量削減等の中長期的な
目標の達成と、財務目標との両立を目指して取り組んでもらいたいと
思います。また、会社の持続的な成長を果たしていく上で、人的資本
の価値向上、すなわち、多様な人材がエンゲージメント高く活躍して
いくこともサステナブル経営の大きな柱だと考えています。

横浜ゴムの持続的成長を
支えるガバナンス

横浜ゴムでは、人がミスをしても事故が起きないように設備を設計す
る、必要であれば生産を止めて安全を優先するという考え方が徹底さ
れています。しかし海外の企業では、効率性を優先する文化が残って
いるケースもあります。いかに横浜ゴムの安全標準や品質基準を浸
透させていくかが極めて重要になります。また、拠点数が増えれば、監
査対象も飛躍的に増えます。世界中に拠点が広がる中で、ほんの小さ
なミスがレピュテーションリスクにつながる可能性もある。だからこ
そ、監査の実効性をさらに高めていく必要があります。
高田　インオーガニックな成長を実現し、多くの事業会社が横浜ゴム
グループに加わっていく中で、横浜ゴムの理念や文化がきちんと共感
され、共鳴されているかという点が重要です。また、「YX2026」への
理解の徹底や、掲げる方向性のグループ全体への浸透についても、よ
り力を入れる必要があると思っています。年に一度、グローバルな内
部統制システムについて報告を受けておりますが、そうした内部統制
だけでなく、エンゲージメントサーベイなども活用しながら、新たにグ
ループに加わった会社の役職員の皆さんが同じ価値観や文化を共有
できているかを注視していきたいと考えています。

河野　M&Aは、理論で語られること以上に、経営陣が相手企業を
どう見極めるかという要素が非常に大きいと思っています。価格交
渉においては、投資回収期間、資本効率、成長性、リスクの見極めな
どデューデリジェンスはもちろん重要ですが、その過程で情報を隠
さずすべて共有し、執行側の責任者の意思、外部の意見といったも
のを総合的に勘案しながら、柔軟に軌道修正していくというプロセ
スが極めて大切です。
そして、交渉が始まった段階から、既にPMI（買収後の統合プロセ
ス）に向けてのステップがスタートしているという認識も必要です。
大型案件になれば、商品供給契約や技術契約などを含め、長期間に
わたって統合作業が続き、移行期間が3年、5年に及ぶこともありま
す。その過程では、相手企業のキーマンとなる人材にいかに組織に
残ってもらうかも非常に重要です。どの人材がどの機能を担ってい
るのか、技術、ノウハウ、営業力などをきちんと把握した上で、最適な
役割設計やインセンティブ設計を行っていく必要があります。

高田　M&Aでよくある失敗パターンは、買収プロセスの途中で買
収意義を見失ってしまい、「買収を完了させること」が目的になって
しまうことです。しかし当社の場合、M&Aは「YX2026」という明確
な戦略の中に位置づけられており、なぜこの買収を行うのかという
目的がはっきりしています。また、非常に重要だと感じるのは、
M&Aを主導する人と、その後の事業運営を担う人が一致している
ことです。当社は事業責任者自身がM&Aにも関与し、その後の事
業運営にも責任を持っています。そのため、買収時点から、買収後
の運営まで見据えた意思決定が行われており、これは非常に大きな
強みだと思います。もちろん、計画通りにいかないこともあります。
その時に重要なのは、市場環境や事業環境の変化に応じてタイム
リーにレビューを行い、必要であれば計画を修正していくことです。 

高田　役員人事・報酬委員会の過半数を社外取締役が占める体制
となり、河野さんが委員長に就任されたことで、客観性はさらに高
まったと感じています。私は一委員として、取締役会や事前説明会、
現地視察など、さまざまな接点を通じて、候補者の「人となり」を見
極めることを重視しています。
河野　サクセッションプランについては、かなり早い段階から準備を
進める必要があります。候補者を選定して役割を与え、外部評価や
コーチングも活用しながら、数年単位のプロセスで育成していかな
ければ、次世代の経営人材は育ちません。現在は、次世代候補の育
成プロセスが本格的に動き始めている段階だと認識しています。ま
た、社長候補だけでなく、その周囲を支える経営チーム全体を育成
することも重要です。グローバルに事業が拡大する中で、幅広い事
業や地域を理解し、監督できる人材が求められています。その意味
でも、次世代経営人材の育成は、今後の持続的成長を支える極めて
重要なテーマだと考えています。

河野　横浜ゴムは、これからさらに売上や利益を伸ばし、株主還元を高
めていくための基盤がかなり整ってきていると感じています。ブランド、
技術力、人材、そして働きがいを含め、企業としての総合力が着実に高

まっています。現在はまさに、その成果を本格的に「刈り取る」フェーズ
に入りつつあると言えます。何か新しい材料だけを追い求めるのでは
なく、これまで積み上げてきた横浜ゴムの成長戦略を着実に実行して
いくことが重要です。そこにご賛同いただけるのであれば、結果として
株主の皆さまの期待を上回る還元につながっていく可能性が十分に
あると思います。株主や顧客、従業員とその家族からの期待も含めて、
横浜ゴムが目指す方向性を共有し、理解していただくための環境を整
えることも重要です。その意味でも、多様な専門性を持つ現在の取締
役会の議論や監督機能を、ぜひ信頼していただきたいと考えています。
高田　日本企業は今、グローバル市場でいかに必要とされるかが問わ
れています。そうした中で当社には、国籍を問わず優秀な人材をマネ
ジメントできるリーダーが必要です。そのためには、挑戦や多様性を
歓迎し、失敗を許容して軌道修正を図る、そうした文化が維持されて
いるかを確認し続けることも、経営を評価監督する立場として重要だ
と考えています。成長戦略そのものだけではなく、その成長を支える組
織文化やガバナンスが健全に機能しているかを見極めていくことが、
中長期的な企業価値向上につながります。横浜ゴムは、グローバル市
場の中でさらに成長できる可能性を持った会社であり、今後の成長に
も大いに期待しています。

成長局面をいかに自社のものにするか
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社外取締役対談

河野　私が社外取締役に就任した2018年当時と比較すると、現在の
取締役会はガバナンスの実効性という観点で大きく進化していると感
じています。2023年に監査等委員会設置会社に移行し、社外取締役
比率や女性役員比率の向上、多様な専門性を持つ人材の登用など、多
様性の強化に継続的に取り組むことによって社会や資本市場が求める
水準を上回るレベルまで多様性と専門知見を強化してきました。世界
情勢の連続的な変化、株主のニーズの高まりに対して、タイヤ産業自体
の成長も見据えた横浜ゴムの成長戦略を描いていく中で、取締役会の
機能は強化されていると実感しています。
高田　私は社外取締役に就任してまだ2年余りですが、取締役会を見
ていて感じるのは、「議論すべき重要事項」がきちんと議論されていると
いうことです。いわゆる「シャンシャン」的な形骸化した会議はありませ
んし、逆に執行側の細かなオペレーションに踏み込み過ぎることもあり
ません。取締役会が本来扱うべきテーマに集中しているという印象が
あります。
また、社外取締役のプロフィールを見ても、かなり多様な視点を持って
いることが分かると思います。それぞれ異なる経験や専門性を持ったメ
ンバーが集まり、多角的な視点から意見を出しています。そうして深い

りOHT事業の利益が落ち込むなど、当初想定していた計画との差異
が生じることはあります。重要なのは、その変化を現場で早く察知し、
国や組織、レイヤーを超えて情報を素早く共有し、レビューを行って
学びを得ることです。このサイクルをいかに早く回し、その上で次の意
思決定をしていけるか。私はそれこそが「変化対応力」だと思っていま
す。実際、当初計画と現実の差異や課題について、比較的早い段階で
取締役会に共有されていると感じています。この文化は当社の強みの
一つではないでしょうか。
河野　私は「Hockey Stick Growth」という言葉を、単純に成長を
意味していると受け止めるべきではないと考えています。事業会社を
買収したり、カーブアウト型で一部の事業を買収したりといった「うな
ぎ昇り」に成長できる局面そのものは、あくまで一つの機会に過ぎま
せん。これを部門シナジー、横浜ゴムブランド、品質信頼性といった点
で、いかに横浜ゴムらしい成長にしていくかが重要です。
例えば、安全や品質に対する考え方です。私は生産を専門に研究を
しているので強く感じますが、全世界に拠点が広がれば、安全や品質
の管理を非常に細かくフォローする必要があります。品質標準や作
業手順書といったものがどこかで抜け落ちたために、不良が流出した
り、安全問題が起きたりといったことがあってはなりません。

高田　サステナビリティに向けた活動については、数値目標を大きく
設定するというより、活動自体がいかに持続的なものであるかどうか
に注意が払われています。そして、事業の中に取り込んで活動するこ
とで、社会に貢献する取り組みになっていると思います。当然、社会か
らのニーズがあるからこそ事業として成立し、利益を生み出すことが
可能になります。そのような現実的に続けられるテーマをベースに、
しっかり目標を設定しているところは、評価に値すると思います。サス
テナブルな活動も、結局、テクノロジーを駆使したほうが実現しやす
いことが多いと思います。製造現場におけるデジタルツインもそうで
す。さまざまなテクノロジーを活用して、環境や社会に対してどう取り
組んでいくかを、中長期的に考えていかなければならないと考えてい
ます。

議論をした上で、決定するべきことは迅速に決定しています。このバラ
ンスが、取締役会の実効性の高さにつながっているのではないかと思い
ます。
河野　報告事項についても、品質の問題、安全の問題、商品ミックスの
問題など、私たちが継続的にフォローしたいテーマについて、年間スケ
ジュールの中で定期的に報告いただく仕組みが整っています。取締役
会の数日前までに資料が共有され、前日の事前説明会では、審議事項
について詳細な説明が行われます。取締役会ではそうした事前認識を
踏まえながら審議し、懸案事項について深掘りした議論を行っていま
す。さらに、再度議論すべき議案があれば後日新たにスケジュールが組
まれてきちんと報告と議論がなされています。こうした透明性の高い運
営も以前と比べて大きく変わった点であると認識しています。

高田　現在の「Hockey Stick Growth」と表現される成長局面につ
いては、非常に大きな可能性を持つ一方で、計画通りにいかないこと
も前提に考える必要があると思っています。例えば、インオーガニッ
ク成長としてM&Aを進める、中国に1年で工場を作るといった積極
戦略を実行していく一方で、北米の農業機械市場が低迷したことによ

木村　横浜ゴムにおけるサステナビリティの取り組みとして、温室効
果ガス排出量の削減やサステナブル原料の拡大などについての中長
期的な目標を設定していますが、考え方としては、それをコストアップ
なし、あるいはコストを下げながら企業収益と両立するかたちで達成
しようというスタンスで臨んでいます。今後、環境に資する投資も必
要になってくるでしょうが、温室効果ガス排出量削減等の中長期的な
目標の達成と、財務目標との両立を目指して取り組んでもらいたいと
思います。また、会社の持続的な成長を果たしていく上で、人的資本
の価値向上、すなわち、多様な人材がエンゲージメント高く活躍して
いくこともサステナブル経営の大きな柱だと考えています。

横浜ゴムでは、人がミスをしても事故が起きないように設備を設計す
る、必要であれば生産を止めて安全を優先するという考え方が徹底さ
れています。しかし海外の企業では、効率性を優先する文化が残って
いるケースもあります。いかに横浜ゴムの安全標準や品質基準を浸
透させていくかが極めて重要になります。また、拠点数が増えれば、監
査対象も飛躍的に増えます。世界中に拠点が広がる中で、ほんの小さ
なミスがレピュテーションリスクにつながる可能性もある。だからこ
そ、監査の実効性をさらに高めていく必要があります。
高田　インオーガニックな成長を実現し、多くの事業会社が横浜ゴム
グループに加わっていく中で、横浜ゴムの理念や文化がきちんと共感
され、共鳴されているかという点が重要です。また、「YX2026」への
理解の徹底や、掲げる方向性のグループ全体への浸透についても、よ
り力を入れる必要があると思っています。年に一度、グローバルな内
部統制システムについて報告を受けておりますが、そうした内部統制
だけでなく、エンゲージメントサーベイなども活用しながら、新たにグ
ループに加わった会社の役職員の皆さんが同じ価値観や文化を共有
できているかを注視していきたいと考えています。

河野　M&Aは、理論で語られること以上に、経営陣が相手企業を
どう見極めるかという要素が非常に大きいと思っています。価格交
渉においては、投資回収期間、資本効率、成長性、リスクの見極めな
どデューデリジェンスはもちろん重要ですが、その過程で情報を隠
さずすべて共有し、執行側の責任者の意思、外部の意見といったも
のを総合的に勘案しながら、柔軟に軌道修正していくというプロセ
スが極めて大切です。
そして、交渉が始まった段階から、既にPMI（買収後の統合プロセ
ス）に向けてのステップがスタートしているという認識も必要です。
大型案件になれば、商品供給契約や技術契約などを含め、長期間に
わたって統合作業が続き、移行期間が3年、5年に及ぶこともありま
す。その過程では、相手企業のキーマンとなる人材にいかに組織に
残ってもらうかも非常に重要です。どの人材がどの機能を担ってい
るのか、技術、ノウハウ、営業力などをきちんと把握した上で、最適な
役割設計やインセンティブ設計を行っていく必要があります。

高田　M&Aでよくある失敗パターンは、買収プロセスの途中で買
収意義を見失ってしまい、「買収を完了させること」が目的になって
しまうことです。しかし当社の場合、M&Aは「YX2026」という明確
な戦略の中に位置づけられており、なぜこの買収を行うのかという
目的がはっきりしています。また、非常に重要だと感じるのは、
M&Aを主導する人と、その後の事業運営を担う人が一致している
ことです。当社は事業責任者自身がM&Aにも関与し、その後の事
業運営にも責任を持っています。そのため、買収時点から、買収後
の運営まで見据えた意思決定が行われており、これは非常に大きな
強みだと思います。もちろん、計画通りにいかないこともあります。
その時に重要なのは、市場環境や事業環境の変化に応じてタイム
リーにレビューを行い、必要であれば計画を修正していくことです。 

高田　役員人事・報酬委員会の過半数を社外取締役が占める体制
となり、河野さんが委員長に就任されたことで、客観性はさらに高
まったと感じています。私は一委員として、取締役会や事前説明会、
現地視察など、さまざまな接点を通じて、候補者の「人となり」を見
極めることを重視しています。
河野　サクセッションプランについては、かなり早い段階から準備を
進める必要があります。候補者を選定して役割を与え、外部評価や
コーチングも活用しながら、数年単位のプロセスで育成していかな
ければ、次世代の経営人材は育ちません。現在は、次世代候補の育
成プロセスが本格的に動き始めている段階だと認識しています。ま
た、社長候補だけでなく、その周囲を支える経営チーム全体を育成
することも重要です。グローバルに事業が拡大する中で、幅広い事
業や地域を理解し、監督できる人材が求められています。その意味
でも、次世代経営人材の育成は、今後の持続的成長を支える極めて
重要なテーマだと考えています。

河野　横浜ゴムは、これからさらに売上や利益を伸ばし、株主還元を高
めていくための基盤がかなり整ってきていると感じています。ブランド、
技術力、人材、そして働きがいを含め、企業としての総合力が着実に高

まっています。現在はまさに、その成果を本格的に「刈り取る」フェーズ
に入りつつあると言えます。何か新しい材料だけを追い求めるのでは
なく、これまで積み上げてきた横浜ゴムの成長戦略を着実に実行して
いくことが重要です。そこにご賛同いただけるのであれば、結果として
株主の皆さまの期待を上回る還元につながっていく可能性が十分に
あると思います。株主や顧客、従業員とその家族からの期待も含めて、
横浜ゴムが目指す方向性を共有し、理解していただくための環境を整
えることも重要です。その意味でも、多様な専門性を持つ現在の取締
役会の議論や監督機能を、ぜひ信頼していただきたいと考えています。
高田　日本企業は今、グローバル市場でいかに必要とされるかが問わ
れています。そうした中で当社には、国籍を問わず優秀な人材をマネ
ジメントできるリーダーが必要です。そのためには、挑戦や多様性を
歓迎し、失敗を許容して軌道修正を図る、そうした文化が維持されて
いるかを確認し続けることも、経営を評価監督する立場として重要だ
と考えています。成長戦略そのものだけではなく、その成長を支える組
織文化やガバナンスが健全に機能しているかを見極めていくことが、
中長期的な企業価値向上につながります。横浜ゴムは、グローバル市
場の中でさらに成長できる可能性を持った会社であり、今後の成長に
も大いに期待しています。M&Aは契約締結後のPMIが重要

次世代経営人材の育成に向けて

中長期の企業価値向上に向けて
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リスクマネジメント

横浜ゴムグループを取り巻くさまざまなリスクを最小化し、持続的な成長を支えるために、経営に重大な影響を及ぼす可能性のあるリスクを全社的かつ横断的に管理しています。
事業環境の変化を的確に把握し、迅速に適切な対応をとるマネジメントを推進しています。

　当社グループは、多様化するリスクを最小化すべく、内部統制の一環としてリスクマネジメントの強化に取り組んでいます。事業に大きな影
響を及ぼす事象を特定し、未然に防止策を講じるとともに、重大なリスク事案が発生した場合に被害を最小限に抑え、迅速かつ的確な対応を
とる体制づくりに注力しています。
　現在、人権意識の高まりや事業のグローバル化など、国内外のさまざまな事業環境の変化への対応が求められています。また、地政学リス
クの高まりや気候変動、原材料の需給逼迫、サイバー攻撃の高度化など、外部環境に起因するリスクの影響も甚大なものとなっています。
　これらの状況から、リスクマネジメントが経営のサステナビリティを支える最重要課題の一つであると位置づけ、全社的なリスクマネジメン
ト体制の維持・強化に取り組んでいます。

基本的な考え方

2025年度委員会開催実績（臨時委員会を含む）

リスクマネジメント委員会

個人情報保護管理委員会

輸出管理委員会

情報セキュリティ委員会

2回

2回

2回

2回

リスクマネジメント体制

　当社グループを取り巻くさまざまなリスクからの防衛体制を強固に
するため、リスクマネジメント担当役員を委員長とする「リスクマネジ
メント委員会」を設置、経営に重大な影響を及ぼすリスクを横断的に
管理し、適切に評価・対応しています。
　また、環境、労働安全衛生、防災・BCP（事業継続計画）、品質管理、
コンプライアンス、情報セキュリティ、輸出管理などの重要度の高いリ
スクに関しては、それぞれを専門に統括する部門と会議体を設置して
重点的に管理する体制を整備しています。これにより、事業活動にお
けるリスクを網羅的に把握し、適切な対策を講じることが可能となっ
ています。
　「リスクマネジメント」、「コンプライアンス」、「輸出管理」、「個人情報
保護管理」、「情報セキュリティ」の各委員会の活動状況は、取締役会
に定期的に報告されています。また、その他の会議体の活動状況につ
いても経営会議に適宜報告されます。経営判断に重要な影響を与え
る可能性のある事項については、取締役会に報告されます。

報 告

報 告

報 告

経営・監督

経営会議

重大かつ緊急性の
高い事案の審議・
決定

CSR課題（リスク・機会）の方
針、計画および施策の審議・決
定、実施報告

方針決定、実施結果報告、開示
内容承認

リスクマネジメント委員会

取締役会

代表取締役

CSR会議
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リスクマネジメント体制

　リスクマネジメント委員会をはじめとする各委員会においては、年2
回の定例委員会のほかに、各規則に定められる基準に基づき臨時委
員会が開催される場合があります。
　今後も、日々の取り組みを着実に進め、考えられるリスクを抽出し、
その対応を検討の上、関係者への周知および検証を行い、PDCA活
動に一層取り組んでいきます。

2025年度開催実績
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リスクマネジメント

　当社グループでは、お客さまの個人情報や機密情報を巧妙化・複
雑化するサイバー攻撃や情報漏えいから守るため、「情報セキュリ
ティ基本方針」を定め、多岐にわたる対策を実施しています。
　情報セキュリティに関する規則、要領、グローバルガイドラインを制
定し、情報セキュリティを取り巻く環境の変化に応じて定期的に見直
しています。
　グループ全体における情報セキュリティ体制の中核として、情報セ
キュリティ委員会を中心に各組織に情報管理責任者を配置し、緊密
な連絡体制を確立しています。
　さらに、情報セキュリティ委員会の下部組織として「YRC-CSIRT」
を設置しています。情報セキュリティ委員会がグループ全体のセキュ
リティ戦略や方針の策定・意思決定を担うのに対し、YRC-CSIRTは
それらに基づき、情報セキュリティ事故に対する迅速な対応、最新の
脅威情報の収集、情報セキュリティ教育といった施策の実行、および
定期的なリスク評価など、最前線での実務を遂行しています。現場で
の評価結果は報告書にまとめられ、発見された改善点や今後の対応
方針は速やかに情報セキュリティ委員会へフィードバック・共有され
ることで、経営層と実働部隊が一体となった実効性の高いセキュリ
ティ対策の継続的な改善を実現しています。また、YRC-CSIRTは
2023年より日本シーサート協議会（NCA）に加盟しており、社外の
専門機関や他企業との情報共有を深めることで、高度化する脅威へ
の対応力を一段と高めています。
　これらの強固な体制づくりと継続的な取り組みの成果として、
2025年度における情報セキュリティに関する重大インシデントの発
生は0件でした。当社の継続的な取り組みは定期的な外部監査によ
る評価を受けており、ドイツ自動車工業会が策定した情報セキュリ
ティ評価である「TISAX認証」を取得し、維持しています。また、情報
系子会社においては「ISO27001認証」を取得しています。

　当社は、2017年にフィリピン生産拠点Yokohama Tire 
Philippnines, Inc.（YTPI）で発生した火災を教訓に、火災・事故を二
度と起こさないという決意のもと、安全優先の事業運営に取り組んで
います。防火活動では、火災の未然防止、万一の際の火災拡大防止
を目的とした全社要領「防火ガイドライン」を2025年9月に改訂しま
した。2026年度以降も、防火監査の実施を通して再発防止活動を
含めた予防管理と、万一の際にも火災を拡大させないため管理・訓
練・設備の各面において継続的に改善を進めています。また、新たに
仲間となった国内外の当社グループ会社についてもしっかりと手の
内に入れるべく防火体制強化を進めています。さらに、従業員一人一
人のルール遵守を徹底するための防火教育の実施、危険物を取り扱
う作業などの標準作業書についても作業観察を通した「防火KY（危
険予知）」を意識した見直しを継続的に推進しています。
　防災活動では、「防災ガイドライン」を2023年11月に改訂し、激甚
化する自然災害、広域に発生する感染症等への備えを明確にしました。
本ガイドラインは人命第一を基本に、会社活動を維持することを目的と
し、災害時に従業員がとるべき行動、会社としての防災体制、災害備蓄
品の充実、管理などを明確にし、当社の防災対応力の強化を進めるも
のです。防災訓練についても定期的に実施しており、内容や頻度、参加
人数を確認し、災害に迅速に対応できる準備を整えています。特に帰
宅困難者を想定したより実践的な配布訓練も実施しています。
　また、大規模災害が発生した場合のコーポレートとしての中央災害対
策本部の発足と情報収集・共有化の仕組みとして、通信手段の複数化
やネット空間上に会議室と情報共有が常時できるツールを構築し、物理
的な参集が困難な状況下でも迅速なコミュニケーションの手段を確保
しています。

防火・防災への取り組み

　事業継続計画（BCP）については、「BCP基本要領」をはじめとし、
感染症を含む、破壊・非破壊のさまざまな災害に対応したガイドライ
ンを作成し、必要に応じ適宜改訂を行っています。2025年度は、南
海トラフ地震の発生により当社の愛知県および三重県の4生産拠点
が被災したと想定し、各機能別の対応マニュアルに基づいてリモート
ツールや非常用通信手段を用いた中央災害対策本部の立ち上げ手

 BCPへの取り組み

2025年度の活動情報セキュリティへの取り組み

　世界情勢の不安定化、自然災害の激甚化・頻発化、サイバー攻撃の
高度化・巧妙化など、企業を取り巻くリスクは増大の一途をたどって
いるため、リスクマネジメント体制のさらなる強化と部門間の情報共
有・連携を重要課題として認識しています。
　今後も、各担当部門が定期的なリスクアセスメントを実施し、
PDCAサイクルを回すことでリスク対策の改善を進めるとともに、
BCP訓練や情報セキュリティに関する教育・訓練を通じて、従業員一
人一人の意識向上を図っていきます。

今後の課題と対応策

BCP大規模訓練の様子

【情報セキュリティ基本方針】
1.
2.
3.
4.
5.

情報資産の保護と適切な管理
法令・社内規定の遵守
継続的な教育・訓練の実施
情報セキュリティ事件・事故発生時の対応
情報セキュリティ管理規則の策定および継続的改善

https://www.y-yokohama.com/sustainability/governance/risk/

順と意思疎通の確認を行うBCP大規模訓練を実施しました。
　また、社会的課題となっているサイバー攻撃に対するBCPについ
ても、IT部門が中心となって強化を進めています。
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コンプライアンス

事業のグローバル化に伴うコンプライアンスリスクの拡大に対応するため、各種ポリシーや内部通報制度を整備し、
各国・地域に展開するとともに、不正行為の未然防止、早期発見・是正のための対策を講じています。

コンプライアンス体制

　当社はコンプライアンス担当取締役を委員長とする「コンプライアン
ス委員会」およびその実行部門として「コンプライアンス推進室」を設置
しています。委員会は年4回開催し、当社グループのコンプライアンス
に関わる諸施策を継続して実施するとともに、その活動状況を取締役
会、監査等委員会に報告しています。当社グループの企業理念と行動
指針は国内外のグループ会社に周知され、掲示などを通して各社の取
締役・従業員の職務執行の指針となっています。当社のすべての部門
には「コンプライアンス推進室兼務者」を配置し、職場内の教育啓発活
動の進捗や関連情報の共有を図っています。国内・海外のグループ会
社においても、それぞれに「コンプライアンス推進責任者」を配置し、同
様の活動を展開しています。
　お客さまに提供した商品について市場で品質上の問題やクレームが
発生した場合は、迅速に対応し問題解決を図るとともに、再発防止活
動を行っています。その再発防止対策については、定期的に品質監査
を行い、是正処置の実施状況を確認して有効性を検証しています。

内部通報制度

　「コンプライアンス・ホットライン」は公益通報者保護法に則り、匿名
の通報にも対応する制度です。ホットラインの窓口は社内、社外の2
つがあり、社外は弁護士事務所に設置して独立性を確保しています。
また、コンプライアンスに関して疑問に思ったことを、構成員であれば
誰でも相談できる「コンプライアンス・何でも相談室」を設置していま
す。2025年度はホットラインと何でも相談室合計で133件の通報・
相談がありました。
　海外子会社については、競争法違反・贈収賄行為および現地法人
幹部による不正行為を社外窓口を通じて当社コンプライアンス推進
室が直接把握する「グローバル内部通報制度」を構築しています。
2018年2月の中国統括会社・タイヤ販売会社への導入を皮切りに、
中国の生産会社、フィリピン、タイ、ベトナム、インドネシア、北米への
導入は一部事業所を除き完了しました。
　欧州地域では、欧州統括会社が外部専門会社と契約し、傘下7社
と共有する内部通報制度を導入しました。これは域内各社の内部通
報制度であるとともに、通報内容により横浜ゴムコンプライアンス推
進室が直接把握可能な「グローバル内部通報制度」の一環として運
用されており、2021年1月より稼働しています。

※　正社員、契約社員、派遣社員、請負社員含む当社グループで働くすべての人員

結果報告 通 報結果報告 通 報

連 絡 通 報連 絡 通 報

内部通報制度

グローバル内部通報制度 国内内部通報制度

改善結果報告 調査・改善指示改善結果報告 調査・改善指示

コンプライアンス推進室

コンプライアンス委員会

海外グループ会社 各部門･国内グループ会社

海外通報者 国内通報者

海外（各国）通報窓口 国内通報窓口

海外展開の進展に伴うリスクの拡大に適切に対応するため、「横浜ゴムグループ競争法遵守ポリシー」と「横浜ゴムグループ贈収賄禁止ポリシー」を制定し、ポリシーを具体化した規則・要領を定めて構成員※に示していま
す。これらと「グローバル内部通報制度」を組み合わせ、各国各地域の子会社に展開することで、当社グループのコンプライアンスレベルの維持・向上を図っています。
製品に関する責任に関しては、お客さまからの信頼を獲得し、適正な利益を確保することで、企業の発展と社会に貢献することが私たちの使命です。それを果たすためには全世界のお客さまが安心して購入し、満足してい
ただける品質の商品を継続して提供していく必要があります。そのため、「横浜ゴム行動指針」では、「安全・高品質な製品・サービスを提供します」を掲げ、日々の業務における実践を徹底しています。

https://www.y-yokohama.com/sustainability/business/suspolicy/#shishin横浜ゴムグループ行動指針

基本的な考え方

報 告
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コンプライアンス

　当社グループ行動指針では、「6．法令のみならず社会規範を守り
ます」を掲げ、「競争法違反行為や贈賄行為はもとより、法令・ビジネ
ス慣行を逸脱した行為を行いません。」「国の内外を問わず政治・行政
と健全な関係を維持し、贈賄を行いません。不当な利益を得る目的で
ビジネスパートナーに接待、贈答、金銭の供与を行いません。」と宣言
し、公務員のみならずビジネスパートナーに対する腐敗行為の禁止に
も言及しています。
　さらに、贈収賄防止ポリシーにおいては、規制の対象に「商業贈賄
の対象となる民間企業の役員および従業員その他一切の贈賄罪の客
体となりうる者」を加え、あらゆる形態の贈収賄行為を禁止していま
す。また、コンプライアンス上のリスクを伴う取引（贈呈品、接待など）
の承認手順に関しても、同ポリシーの「金銭等支出時の留意点」およ
び「金銭等の収受時の留意点」に則って厳格に処理しています。これ
らの方針について、当社グループの構成員に周知・教育を徹底すると
ともに、取引先には「CSR調達ガイドライン」を通じて周知・啓発する
ことにより、サプライチェーン全体での遵守への働きかけと管理・監督
を行っています。
　グローバル内部通報制度では、外部窓口を設けて競争法違反や贈
収賄などの違法行為を迅速に把握することを主眼とし、制度導入予
定の海外子会社の全従業員を対象に事前教育を実施することによ
り、制度の実効性を高めるように努めています。

コンプライアンス職場学習のテーマ（2025年度）

腐敗防止に関する取り組み

　当社グループ行動指針では、「4．安全・高品質な製品・サービスを
提供します」を掲げ、「お客様に満足して頂ける魅力的な製品を開発、
設計、製造、販売し、安全で高い品質の製品・サービスを社会に提供
し、YOKOHAMAのブランド価値の向上に努めます。」と宣言してい
ます。
　また、「品質方針」においても、「横浜ゴムグループは、企画、設計、生
産、販売からサービスに至る全てのプロセスにおいての品質保証体制
を確立させることにより、お客様に満足して頂ける魅力的な商品を提
供し、社会に貢献していきます。法規法令、規格、顧客要求を遵守し、
お客様の信頼に応えていきます。そのため、全てのプロセスを機能的
に結びつけて、体系的な品質保証活動を実施いたします。」と定めて
います。
　こうした方針を日々の業務で実践し、品質不正を未然に防止するた
め、毎年、当社グループ全構成員を対象に品質不正防止教育を実施
しており、2025年度は、34,724名の従業員が受講しました。2026
年度からは、従業員の理解をさらに深め、品質に対する意識を向上さ
せるため、毎月1回の頻度で品質教育を実施しています。

品質不正防止に関する取り組み

　グローバル化に伴うリスクの拡大に対応するため、引き続きグロー
バル内部通報制度の導入拡大と教育を継続していく方針です。品質
不正防止については、関連会社を含む国内外の全従業員を対象に不
正防止教育、品質教育、他社事例を活用した教育を実施し、不正が起
こらない環境づくりを推進しています。加えて、不正の未然防止に向
けて業務および工程の点検を繰り返し、品質への意識をより高め、課
題の早期発見と適切な改善によりルール遵守を徹底しています。

今後の課題と対応策

　社内で起きたコンプライアンス問題や社会的に問題となっている
事象等を題材に、広く従業員に周知すべき一般的な内容と、特定の部
門・役職に絞った内容に分け、方法も教材配布・職場のグループ学習
と集合教育に使い分ける工夫をしています。
　2025年度はハラスメントや適切な労働時間管理に関する教育を
継続するとともに、会社資産の私的利用、輸出管理の基礎などをテー
マとしました。

　当社グループでは、独自の教材を使用したコンプライアンス学習を
各職場で毎月実施しています。2025年度は、以下のテーマを採り上
げました。

腐敗防止に関する研修の機会と参加人数

品質不正防止教育受講者数

教育啓発活動

研修機会

独占禁止法研修（優越的地位の濫用規制）

独占禁止法研修（カルテル規制、
優越的地位の濫用規制、物流特殊指定）

海外赴任前研修

海外拠点長赴任前研修

新任管理職研修

総計

人数

5,099名

5,270名

40名

13名

37名

10,459名

 

  

受講者数 34,724名

2025年度
28,643名

2024年度
28,942名

2023年度

1月

2月

3月

4月

5月

6月

7月

8月

9月

10月

11月

12月

会社資産の私的利用

輸出管理の基礎

自転車のスマホ・酒気帯び罰則強化

モラハラ

暴力行為

インサイダー取引

適切な労働時間管理

アスベストに関する法改正

フキハラ

SOGIハラスメント

労災について

ストーカー行為

2025年職場学習

価値創造ストーリー 価値提供とリターンの最大化 新たな価値創出による持続的成長 企業価値と提供価値の源泉 データ 92THE YOKOHAMA RUBBER CO., LTD. Integrated Report 2026Contents



価値創造ストーリー 価値提供とリターンの最大化 新たな価値創出による持続的成長 企業価値と提供価値の源泉 データ 95THE YOKOHAMA RUBBER CO., LTD. Integrated Report 2026Contents

横浜ゴムグループは、持続可能な社会の実現に向け国内外のイニシアチブに賛同・参画しています。事業を通じた社会課題解決への継続的な取り
組みは、ESG（環境・社会・ガバナンス）の側面において外部評価機関からも高い評価を獲得しています。

参加している主なイニシアチブ 社外からの評価

イニシアチブへの参加と社外からの評価

　2012年 5月に国連が提唱する持続可能な成長を実現するための世界的枠組み「グローバル・コンパクト」
（UNGC）に署名し、UNGCに署名している日本企業などによって構成されるグローバル・コンパクト・ネットワーク・
ジャパン（GCNJ）に加入しました。国内外の子会社を含めて、国連グローバル・コンパクトの4分野（人権、労働、環境、
腐敗防止）10原則を行動指針とし、PDCAサイクルを回しています。

国連グローバル・コンパクト（UNGC）

　環境と持続可能な開発に関して、産業界におけるリーダーシップを発揮し、活発な議論と政策提言を行うための
グローバル企業のトップによる連合体組織です。当社は、タイヤが環境と健康に与える影響の可能性に関する調査を
行うタイヤ産業プロジェクト（TIP）と、ビル・オフィスの省エネルギーを推進する活動に参画しています。

持続可能な開発のための世界経済人会議（WBCSD）

　WBCSDのTIPが主導して立ち上げた、天然ゴムのバリューチェーンにおける社会面・経済面・環境面の改善を目
的としたプラットフォームです。GPSNRには、タイヤメーカーをはじめとする天然ゴム製品メーカーのほか、天然ゴム
生産者や自動車メーカーなどが多数参加しており、当社は、2018年10月からの創設メンバーとして活動しています。 

持続可能な天然ゴムのためのプラットフォーム（GPSNR）

　2022年1月にTCFD提言への賛同を表明し、「TCFDコンソーシアム」に参画しました。同組織が2026年4月1
日に改組された「GXフューチャー・コンソーシアム」においても、引き続き気候変動に関する適切な情報開示と議論
を進めています。

GXフューチャー・コンソーシアム（旧TCFDコンソーシアム） 

　TNFDは、自然環境や生物多様性に関するリスク・機会の情報開示を企業に促し、資金の流れをネイチャーポジ
ティブに移行させることを目指す国際イニシアチブです。当社は2023年1月「TNFDフォーラム」に参画し、2025年
12月にはTNFD提言に沿った情報開示を行う「TNFDアダプター」として登録しました。

自然関連財務情報開示タスクフォース（TNFD） 

　2030年までに陸と海の30%以上を保全・保護することを目指す国際目標「30by30」の達成をオールジャパンで
目指すべく、2022年に発足した有志連合で、当社は2023年1月に参画しました。ネイチャーポジティブの実現に向
け、生産拠点の敷地などで保全活動を進め、自然共生社会の実現に貢献していきます。 

生物多様性のための30by30アライアンス

FTSE4Good Index Series FTSE JPX Blossom Japan Index

FTSE JPX Blossom Japan Sector Relative Index

CDPサプライヤー・
エンゲージメント・リーダー 

ISS ESG
コーポレートレーティング：
Prime

D&I AWARD：
　BEST WORKPLACE

PRIDE指標 ゴールド

健康経営優良法人


